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一
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郵
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認
可

日
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（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
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本
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で
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布
さ
れ
た
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ら
ま
し
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◇
防
災
の
た
め
の
集
団
移
転
促
進
事
業
に
係
る
国
の
財
政

上
の
特
別
措
置
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
三
九
号
）（
国
土
交
通
省
）

１

集
団
移
転
促
進
事
業
の
対
象
と
な
る
地
方
公
共
団
体

が
整
備
す
る
住
宅
の
用
に
供
す
る
一
団
の
土
地
の
規
模

を
集
団
移
転
促
進
事
業
計
画
に
お
い
て
定
め
る
移
転
し

よ
う
と
す
る
住
居
の
数
に
応
じ
五
戸
を
下
ら
な
い
範
囲

内
で
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
戸
数
と
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
一
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
計
量
法
関
係
手
数
料
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政

令
第
一
四
〇
号
）（
経
済
産
業
省
）

１

ホ
ッ
パ
ー
ス
ケ
ー
ル
等
の
検
定
及
び
型
式
承
認
を
開

始
す
る
こ
と
に
伴
い
、
そ
の
手
数
料
の
額
を
定
め
る
こ

と
と
し
た
。（
別
表
第
二
及
び
別
表
第
四
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

特
殊
法
人
等

預
金
保
険
の
保
険
料
率
、
日
本
弁
護
士
連

合
会
令
和
二
年
度
役
員
就
任
、
企
業
年
金

基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

〔
政

令
〕

〇
防
災
の
た
め
の
集
団
移
転
促
進
事
業
に
係

る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
等
に
関
す
る

法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
一
三
九
）

〇
計
量
法
関
係
手
数
料
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
（
一
四
〇
）

〔
省

令
〕

〇
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
総
務
三
二
）

〔
規

則
〕

〇
会
計
検
査
院
事
務
総
局
事
務
分
掌
及
び
分

課
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

（
会
計
検
査
院
四
）

〔
告

示
〕

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た

の
で
公
表
す
る
件
（
総
務
一
一
八
）

〇
平
成
十
四
年
総
務
省
告
示
第
六
百
三
十
八

号
（
平
成
九
年
自
治
省
告
示
第
百
八
十
一

号
の
全
部
を
改
正
す
る
件
）
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
一
一
九
）

〇
平
成
二
十
八
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
二

号
（
地
方
税
法
第
三
百
四
十
九
条
の
三
第

三
十
四
項
に
規
定
す
る
世
界
遺
産
一
覧
表

に
記
載
さ
れ
た
家
屋
及
び
償
却
資
産
を
指

定
す
る
件
）
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
二
〇
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
四
の
四

第
一
項
に
規
定
す
る
前
々
年
度
の
全
国
の

市
町
村
た
ば
こ
税
の
額
の
合
計
額
と
し
て

総
務
大
臣
が
定
め
る
額
を
定
め
る
件

（
同
一
二
一
）

〇
市
の
境
界
変
更
の
件

（
同
一
二
二
、
一
二
三
）

〇
電
波
法
第
百
三
条
の
二
第
二
十
七
項
の
規

定
に
基
づ
く
納
付
受
託
者
の
指
定
の
件

（
同
一
二
四
）

〇
民
法
第
四
百
四
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年

三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
に
お
け
る
基
準

割
合
を
告
示
す
る
件
（
法
務
四
七
）

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
同
四
八
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
に
よ
る
小

口
の
教
育
資
金
の
貸
付
け
に
係
る
教
育
施

設
の
基
準
等
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
財
務
八
五
）

〇
歳
入
徴
収
官
事
務
規
程
第
十
二
条
の
二
及

び
第
二
十
八
条
の
三
第
五
項
に
規
定
す
る

財
務
大
臣
が
指
定
す
る
歳
入
金
を
指
定
す

る
件
（
同
八
六
）

〇
八
ッ
場
ダ
ム
の
建
設
が
完
了
し
た
件

（
国
土
交
通
五
〇
五
）

〇
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化

に
関
す
る
法
律
第
二
十
六
条
の
二
及
び
第

二
十
六
条
の
三
の
規
定
に
基
づ
く
申
請
書

等
の
提
出
に
お
け
る
電
磁
的
記
録
及
び
電

磁
的
方
法
に
関
す
る
告
示
（
同
五
〇
六
）

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
規
定
に

基
づ
く
登
録
実
務
講
習
機
関
の
登
録
実
務

講
習
事
務
の
一
部
休
止
に
関
す
る
件

（
同
五
〇
七
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

公
安
審
査
委
員
会

会
計
検
査
院

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
検
査
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
に
関
す

る
公
示
（
国
土
交
通
省
）

産

業

日
本
産
業
規
格
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
前
払
式
支
払
手
段
発
行
者
の
発
行

保
証
金
に
係
る
債
権
の
申
出
、
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
業
者
の
業
務
停
止
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係
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